
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2025 年度 自動車リサイクルの高度化等に資する 

調査・研究・実証等に係る自主事業 

「解体業者実態調査事業」 

 

 

 

最終報告書 
 

 

 

2026 年 3 月 27 日 

 

株式会社矢野経済研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者連絡先 
会社名： 株式会社矢野経済研究所 
担当者名： 相原 光一 
部門： インダストリアルテクノロジーユニット 
電話番号： 03-5371-6930 
メールアドレス：kaihara@yano.co.jp 



 
 

はじめに 
項目 内容 

事業の 
背景 

 公益財団法人自動車リサイクル高度化財団では、2020 年に「使用済自動車

の解体段階における ベースリサイクル率の実態調査」を実施した。 
 自動車解体業者の現況を把握することで、資源の有効活用、自動車のリサイ

クルの高度化、解体業者の事業継続等に関する現状の課題を把握し、適切な

支援を行うことを目的としたものである。 
 近年は、中古車輸出の増大とともに使用済自動車（以下 ELV）の台数が減少

し、加えて外国人事業者も増加傾向にあり、ELV 流通にも変化が想定され

る状況である。 

事業の 
ゴール 

 自動車リサイクル高度化財団の各種事業推進にあたり、解体段階の実態調査

を継続して実施することで、今後の事業推進のベースデータを収集し、各種

実証の有効な推進に寄与する。加えて、今回は前回調査からの変化点である

外国人解体業者の増加を踏まえ、実態を深掘りし事業形態/体制等を把握す

ることで 、自再協・促進センターの法遵守啓発活動等にも役立つ調査とす

る。 

2025 年度  
実施内容  

アンケート 

調査内容検討 
前回調査の定点調査の観点から、原則前回調査と

同項目を調査するものとし、必要に応じて調査項

目の追加を行った（最大 46 問）。 

アンケート用

紙・画面作成・

翻訳 

アンケート用紙（日本語）を、郵送で送付し日本

語以外で回答を希望する人には、WEB 上で回答

可能なようにフォームを用意した。 
WEB フォームは、日本語以外に、外国語につい

ては、解体業者の中でも使用者数の多い英語、ア

ラビア語、ウルドゥー語、パシュトゥー語、ペル

シア語、シンハラ語に翻訳を行った。 

送付先作成 
アンケートの送付先は、解体業許可を持つ 3,354
社である（解体業許可を持つ事業者情報から、同

一事業者と推測される事業者は名寄せした）。 

発送 

2025 年 11 月上旬に発送完了。回答期日は 11 月

末とした。そのほか JAERA 会員に対して、回答

数増加のため、2026 年 1 月末まで〆切を延長し

た。 

回答集計 

3,354 社送付のうち 83 件が不着であり、想定到

着数は 3,271 件である。 
524 件の回答を得た。うち JAERA 会員の回答数

は 167 件である。  

訪問調査 

訪問地域、事業

者検討＆選定 
勉強会や研修に積極的な事業者をはじめとして、

訪問候補先として 55 社を提案。 

アポイント、訪

問調査等 
2026 年 3 月～2026 年 6 月実施予定。 
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1.助成事業の計画 

 
1.1.自動車リサイクル業界における事業の位置付け・背景 

公益財団法人自動車リサイクル高度化財団では、2020 年に「使用済自動車の解体段階に

おける ベースリサイクル率の実態調査1」（以下、前回調査）と題した調査を実施した。こ

れは、自動車解体業者様の現況を把握することで、資源の有効活用、自動車のリサイクルの

高度化、解体業者の事業継続等に関する現状の課題を把握し、適切な支援を行うことを目的

としたものである。 
近年は、中古車輸出の増大とともに使用済自動車（以下 ELV）の台数が減少し、加えて

外国人事業者も増加傾向にあり、ELV 流通にも変化が想定される状況である。 
 
2024 年 11 月に行われた第 59 回産業構造審議会イノベーション・環境分科会資源循環経

済小委員会 自動車リサイクルワーキンググループでは、経済産業省と環境省によって「自

動車リサイクル制度をめぐる各種取組状況」が公表された。当該ワーキンググループの公表

資料において第五次循環型社会形成推進基本計画では、使用自動者の解体・破砕・ASR 処

理プロセスからなる自動車リサイクルプロセスの脱炭素化を進めるとともに、電動化の進

展や使い方の変革等に対応した自動車リサイクルを推進すると言及されている。 
 
さらに、令和 5 年度補正予算では、欧州委員会の自動車設計の循環性要件および廃自動

車管理に関する規則（案）を受けて自動車精緻解体等の技術実証やマテリアルフロー分析が

計画されている。その他にも、資源回収インセンティブ制度を導入することで素材回収に取

り組む解体業者等に対して経済的インセンティブを付与する制度を進めている。一般社団

法人 日本自動車リサイクル機構は自動車リサイクル高度化財団の助成事業として、一般

社団法人日本自動車工業会（以下、自工会）や公益財団法人自動車リサイクル促進センター

（以下、JARC）とともに「資源回収インセンティブ実装検討事業」の実施等の取り組みが

進められている中、解体業界の概況や課題把握を行うことが求められている。 
 
自動車リサイクル高度化財団の各種事業推進にあたり、解体段階の実態調査を継続して

実施することで、今後の事業推進のベースデータを収集し、各種実証の有効な推進に寄与す

る。加えて、今回は前回調査からの変化点である外国人解体業者の増加を踏まえ、解体事業

者の実態を深掘りし、事業形態/体制等を把握することで、一般社団法人自動車再資源化協

力機構（以下、JARP）、JARC が提供する自動車リサイクル関連の法遵守啓発活動等にも役

立つ調査とする。   

 
 
1 「使用済自動車の解体段階における ベースリサイクル率の実態調査」： 
https://j-far.or.jp/wp-content/uploads/2020report_RecyclingRate.pdf 
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1.2.事業の実施内容 

 
事業計画概要 

本事業の実施期間は 2025 年 7 月～2026 年 6 月である。事業計画概要を表 1-1 に示す。 
 
本業務の調査対象は、全国解体業保有業者である約 4,000 社（外国人解体業者も含む。た

だし、実稼働業者数は約 2,800 社程度と想定される）に対してアンケートを実施する。前回

調査の定点調査の観点から、原則前回調査と同項目を調査するものとし、必要に応じて調査

項目の追加を行う。外国人事業者向けにアンケートは使用言語の多い外国語（英語、アラビ

ア語、ウルドゥー語、パシュトゥー語、ペルシア語、シンハラ語）でも回答できるようにす

る。 
アンケート回答を得られた解体業者に対して、現場訪問し、実態調査/ヒアリングを実施

する。 
 

表 1-1.事業計画概要 
項目 概要 詳細 実施時期 

アンケート調

査 

調査内容検討 
前回調査結果を踏まえ、アンケート項

目を再検討する。 

2025 年度 

送付先作成 
解体業許可を持つ約 4,000 社の名寄

せの実施（同一事業者、別事業所等） 
アンケート用紙・

WEB 回答画面作成 
アンケート用紙、アンケート WEB 画

面作成 

翻訳 
WEB 画面の英語、アラビア語、ウル

ドゥー語、パシュトゥー語、ペルシア

語、シンハラ語への翻訳 
発送 約 4,000 社へのアンケート郵送 
回答集計、翻訳、フォ

ロー 
回答集計 

訪問調査 

訪問地域、事業者検討

＆選定 
アンケート結果から、訪問事業者を絞

り込む。30 社程度訪問予定 2025 年 度

～ 
2026 年度 

経産省、環境省との調

整 
訪問事業者について、アポイント時や

実際の訪問時について調整を実施 
調査内容検討 訪問時のヒアリング内容を検討 
訪問調査 訪問ヒアリング 

2026 年度 
調査結果分析 ヒアリング結果の分析 

出所：矢野経済研究所作成   
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事業の実施体制 

事業の実施体制を図 1-1 に示す。（株）矢野経済研究所を代表事業者として、解体業者の

団体である（一社）日本自動車リサイクル機構を共同事業者として事業を推進していく。今

回の調査は国内解体業者のみならず、外国人事業者の調査も実施するため、円滑な調査遂行

と調査結果の活用の観点から経済産業省・環境省、（公財）自動車リサイクル促進センター、

（一社）自動車再資源化協力機構にもアドバイザーとして参加いただき、有効な調査内容、

回答促進方策、分析等を実施する。 
 

 
図 1-1.実施体制 

出所：矢野経済研究所作成   

代表事業者
（株）矢野経済研究所

代表事業者・共同事業者 アドバイザー

経済産業省
環境省

（公財）⾃動⾞リサイクル
促進センター共同事業者

（⼀社）⽇本⾃動⾞
リサイクル機構

全体統括/取纏め
・アンケート内容企画・発送・
回収・分析

・外国人事業者訪問調査
・報告書作成

（⼀社）⾃動⾞再資源化
協⼒機構

・アンケート内容、分析結果、
訪問ヒアリング内容等につい
ての意⾒・助言
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実施スケジュール 

 本事業の実施スケジュールを表 1-2 に示す。 
 

表 1-2.実施スケジュール 

 
 

出所：矢野経済研究所作成   

7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 12

月

中間 最終 審議
会

① 調査内容検討
② 送付先作成
③ アンケート用紙・画面作成
④ 翻訳
⑤ 発送〜回答期限
⑥ 回答フォロー
⑦ 回答管理、集計・分析
⑧ 翻訳
⑨ 訪問地域、事業者検討＆選定
⑩ 経産省、環境省、地⽅⾃治体との調整
⑪ 調査内容検討
⑫ 訪問調査
⑬ 調査結果の分析

報告書作成

2026年

報告書（Word）、報告会資料（PPT）

訪問調査

項目 実施内容

2025年

アンケート調
査
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2.自主事業の報告 

 
2.1.自主事業の実施結果 

 
アンケート準備 

 先述したように、前回調査の定点調査の観点から、原則前回調査と同項目を調査するもの

とし、必要に応じて調査項目の追加を行った。質問項目と概要を表 2-1 に示す。質問項目

は大まかに分けて以下 6 項目である。表 2-2～表 2-5 に質問項目を示す。追加した質問項

目を色付きで表示している。 
アンケート回答用紙を表 2-6～表 2-14 に示す。 

 
表 2-1.質問項目と概要 

質問項目 概要 
【1】基礎情報（操業開始年、年間の ELV 処

理台数、従業員数、保有設備） 
個社の事業概況について把握するため、操

業開始年、2024 年度の年間の ELV 処理台

数、従業員数、保有設備について質問を行っ

た。 
【2】ELV 仕入れ状況（仕入れ台数、仕入れ

先） 
個社の ELV の仕入れ先別の台数の把握を

行った。 
【3】売上（全体、素材販売、部品販売） 個社の全体の売上高および素材別、部品別

の売上高およびその詳細の確認を行った。 
【4】将来動向（後継者の有無等） 個社の将来動向把握のため、代表者の年代

や、後継者の有無について確認を行った。 
【5】その他（リサイクル設計に対する要望確

認、セミナー・支援ニーズ調査） 
リサイクル設計に対する要望確認、セミナ

ー・支援ニーズ調査を行った。 
【6】回答者情報 － 
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表 2-2.質問項目（基礎情報） 

大項目 質問番
号 質問項目 対象 仮説 

調査目的/調査
結果活用イメ

ージ 

【1】基
礎情報 

1 
御社の事業開始年につい
て、該当する一つを選択
して下さい。 

解体業者 

特に外資系解体
業者は、事業開
始が比較的最近
の事業者が多
く、法遵守の意
識が低いのでは
ないか 

各種取組みの
ベースデータ
として活用の
ほか、研修制
度等の検討に
も活用 

2 
御社の 2024 年度の解体
台数について、該当する
一つを選択して下さい。 

ー ー ー 

3 
御社の全従業員数（社
員・社員以外のパート）
を記入して下さい。 

ー ー ー 

4 

御社の全従業員のうち解
体作業員数※を入力して
下さい。※解体作業を携
わっている実務部門。た
だし、廃車の引取部門、
事務・販売部門の従業員
は除きます。・同じ従業
員でも日や時間により、
事務作業、廃車引取、販
売を行っている方がいる
と思います。その場合
は、1 日のうち解体作業
に係わる時間を考慮し、 
0.5 人や 0.3 人として合
算して下さい。 

ー ー ー 

5 御社の代表者の国籍につ
いて、ご記入下さい。 

外資系解
体業者 ー 

外国人事業者
か把握するた
め 

6 

御社の全従業員の母国語
別の人数を記入して下さ
い。 
※母国語：各人が生まれ
育った国の言語を示す。
例えば日本で生まれ育っ
た人の母国語は日本語と
なる。 

外資系解
体業者 

日本語を理解で
きない従業員が
多い事業者は、
自リ法の適正な
運用ができてい
ない可能性があ
るのではないか 

自治体等によ
る今後の取締
りに活用 

7 

御社の移動報告担当者
（実施者）の母国語別の
人数を記入して下さい。
※母国語：各人が生まれ
育った国の言語を示す。
例えば日本で生まれ育っ
た人の母国語は日本語と
なる。 

外資系解
体業者 

日本語を理解で
きない従業員が
移動報告を実施
している事業者
は、適正な報告
が実施できてい
ない可能性があ
るのではないか 

移動報告の遅
延の原因とし
て日本語が理
解できていな
い可能性が考
えられ、今後
のシステム対
応検討に活用 

8 御社の保有設備の台数を
記入して下さい。 ー ー ー 

9 

8 の保有している設備で⓽その他を選択された方
に質問です。詳細（設備
名および各台数）をご記
入下さい。 

ー ー ー 

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-3.質問項目（廃車仕入れ） 

大項目 質問
番号 質問項目 対象 仮説 調査目的/調査結果

活用イメージ 

【2】廃
車仕入れ

状況 

10 
御社の 2024 年度の廃
車の仕入れ先の割合
を記入して下さい。 

ー ー ー 

11 

御社の廃車の仕入れ
台数について、3 年
前を比較した変化に
該当する一つを選択
して下さい。 

ー ー ー 

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-4.質問項目（売上） 

大項目 質問
番号 質問項目 対象 仮説 調査目的/調査結

果活用イメージ 

【3】売
上 

12 
御社の 2024 年度の売上規
模について、該当する一つ
を選択して下さい。 

ー ー ー 

13 御社の向け先別の売上割合
を記入して下さい。 ー ー ー 

14 
御社の素材販売（13 ｰ①）
について、素材別割合を記
入して下さい。 

ー ー ー 

15 

御社の鉄の素材販売（14 ｰ①）について、販売先別割
合を記入して下さい。 
※認定全部利用者：主務大
臣の全部再資源化認定(法第
31 条認定)を受け、電炉・
転炉に解体自動車(廃車ガ
ラ)を鉄鋼の原料として投入
しリサイクルする業者。 
※非認定全部利用者：解体
自動車(廃車ガラ)を電炉・
転炉に投入したり、輸出を
行う業者。 

解体
業者 

近年ガラ輸出
（非認定全部
利用(輸出)）が
増加してお
り、外資系解
体業者は非認
定全部利用の
割合が高いの
ではないか 

ASR の引取台数
減少等の要因解
析、解体自動車の
基礎的流通実態の
把握に活用 

16 

御社の鉄の素材販売につい
て、非認定全部利用者（輸
出）（15-➃）に販売されて
いる場合、販売形状別の割
合を記入して下さい。 

解体
業者 

ハーフカット
の場合、フロ
ン/エアバッグ
を未処理の事
業者が多いの
ではないか 

相手国にとっては
脱法行為であるた
め、両国での輸出
手続きの適正化促
進に活用 

17 
御社の非鉄の素材販売（14-②）について、販売先の割
合を記入して下さい。 

解体
業者 

中古車のみな
らず多くの資
源まで海外へ
流出している
のではないか 

国内資源循環推進
のための基礎デー
タに活用 

18 

御社では樹脂素材として販
売するため、樹脂部品・部
材を取り外していますか？
該当する一つを選択して下
さい。 

ー ー ー 

19 
資源回収インセンティブ制
度を知っていますか？該当
する一つを選択して下さ
い。 

ー 

資源回収イン
センティブ制
度への関心度
が低いと制度
が潤沢に機能
しないのでは
ないか 

資源回収インセン
ティブ制度の適切
な情報提供に活用 

20 
御社では資源回収インセン
ティブ制度の参加意向がご
ざいますか？該当する一つ
を選択して下さい。 

解体
業者 

21 

御社では資源回収インセン
ティブ制度のための設備投
資予定はありますか？該当
する一つを選択して下さ
い。 

22 

21 の質問で、設備投資予定
が「①ある」とお答え頂い
た方に質問です。破砕機な
ど設備投資予定の設備名を
ご記入下さい。 

23 

資源回収インセンティブ制
度について何か疑問、問
題、困りごと等ございまし
たら、具体的な内容をご記
入下さい。 

解体
業者 

資源回収イン
センティブ制
度に関して、
困りごとがあ
るのではない
か 

困りごとに関して
対応可能な事項を
ピックアップし、
参加促進策の検討
に活用 
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大項目 質問
番号 質問項目 対象 仮説 調査目的/調査結

果活用イメージ 

【3】売
上 

24 

御社の部品販売（13-②及
び③）について、中古部品
流通ネットワークに加入し
ているかどうか、該当する
一つを選択して下さい。 

ー ー ー 

25 
御社の電動車のモーターの
販売先の割合を記入して下
さい。 

解体
業者 

現時点では海
外向けに数万
円で中古パー
ツとして売却
される場合が
多く、日本で
中古パーツ売
却は少ないの
ではないか 

現状の販売先/価
格を踏まえ、今後
の磁石リサイクル
の買い取り価格目
標値の設定等に活
用 

26 

御社のリチウムイオン電池
の販売先の割合を記入して
下さい。 
※リチウムイオン電池：ハ
イブリッド車、電気自動車
に搭載 

解体
業者 

販売できない
バッテリー
は、自再協で
無償引取が可
能なことを知
らないのでは
ないか 

基礎的な流通実態
を把握するととも
に、自再協の回収
システムの周知活
動に活用 

27 

以下 QR コードに示す「損
傷した電気自動車・ハイブ
リッド自動車等の取り扱い
時の主な注意事項」という
電動車から電池の取り外し
マニュアルを知っています
か？ 

ー ー ー 

28 

リチウムイオン電池の取り
外し、処理等に関して何か
疑問、問題、困りごと等ご
ざいましたら、具体的な内
容をご記入下さい。 

解体
業者 

EV 用大型バッ
テリーの取り
外しや、自再
協システム未
加入メーカー
の電池等の取
り扱いなど困
りごとがある
のではないか 

困りごとに関して
対応可能な事項を
ピックアップし、
対応策の検討に活
用 

29 鉛電池の引渡し先の割合を
ご記入下さい。 

解体
業者 

販売と回答し
た業者は不適
正処理に関与
している可能
性が高い 

鉛バッテリーの適
正処理がヤード検
討会等で問題にな
っているため、実
態把握を行い、適
正化策の検討に活
用 

30 

タイヤ/ミラー/バンパー/ボ
ンネットを外した車両につ
いて、輸出される場合、ど
のような区分で輸出されて
いますか？割合を記入して
下さい。 

解体
業者 

中古車として
輸出可能にも
関わらず、輸
出先の関税の
関係で部品と
して輸出して
いるのではな
いか 

相手国にとっては
脱法行為であるた
め、両国での輸出
手続きの適正化促
進に活用 

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-5. 質問項目（将来動向） 

大項目 
質
問
番
号 

質問項目 対象 仮説 調査目的/調査結果
活用イメージ 

【4】将
来動向 

31 御社の代表者の年代について、該
当する一つを選択して下さい。 ー ー ー 

32 後継者の有無について、て該当す
る一つを選択して下さい。 ー ー ー 

【5】そ
の他 

33 

樹脂部品や金属部品の取り外しに
おいて取り外しにくいメーカーま
たは部品がありますか？。ある場
合は、メーカー名および部品名を
ご記入下さい。 

解体
業者 

特に樹脂部品は
未利用だったた
め、易解体設計
未実施の場合も
多く、取り外し
にくい等の部品
が多いのではな

いか 

再生樹脂等の活用促
進、ASR 削減(CN)に
向け、メーカーへの設
計改善、易解体設計の

検討に活用 

34 
リサイクル設計に向けた自動車メ
ーカーへの設計改善要望、良い事
例がありますか？ある場合は、具
体的な内容をご記入下さい。 

解体
業者 

改善要望のある
悪い事例もある
が、良い事例が
あれば、メーカ
ー各社の参考に
もなるのではな

いか 

各種改善要望を踏まえ
たメーカーでの設計改

善へ活用 

35 
日本語以外での、自動車リサイク
ルに関する勉強会や研修があれば
参加したいですか？該当する一つ
を選択して下さい。 

外資
系解
体業
者 

工場認可等ハー
ド面の許可要件
クリアは行政書
士が対応する

が、法令面/実技
面のサポートが
ないまま、事業
を開始している
のではないか 

今後、自主的に制度化
に向けて検討している
現行の研修の展開拡大

に活用 

36 
35 の質問で、「①参加したい」
とお答え頂いた方にお伺いしま
す。どのような勉強会・研修を希
望されますか？ 

外資
系解
体業
者 

外資系業者の中
でも、法遵守に
向けた研修等の
要望があるので

はないか 

日本での業務を円滑化
に向け、法令遵守、解
体技術の習得などの研

修の検討に活用 

37 

35 の質問で、「①参加したい」
とお答え頂いた方にお伺いしま
す。何語での勉強会・研修を希望
されますか？当てはまるもの全て
を選択して下さい。 

   

38 

自動車リサイクル士を知っていま
すか？該当する一つを選択して下
さい。 
※「自動車リサイクル士制度」
は、解体事業者団体である日本自
動車リサイクル機構独自の資格認
定制度。取得することで自動車リ
サイクル法に基づき、使用済自動
車の適正な処理を行うために必要
な知識と技術を持つ人材として認
定される。 

解体
業者 

特に外資系解体
業者は同制度の
認知が低いので

はないか 

外資系解体業者向けの
自動車リサイクル士制
度の講習等の検討に活

用 

39 
日本語以外での「自動車リサイク
ル士」の講習があれば参加したい
ですか？該当する一つを選択して
下さい。 

   

40 

日本の法律や規制を守るために、
特に苦労していることや母国語で
サポートしてほしいことがありま
すか？ある場合、具体的な内容を
ご記入下さい。 

外資
系 
解体
業者 

手続きの煩雑
さ、規制内容の
理解不足が大き
な負担となって
おり、言語の壁
を感じているの
ではないか 

法律や規制を守る際の
具体的な課題を明確化
し、それに対応するた
めの研修開催等支援策

の検討に活用 

41 
その他自動車リサイクルに関する
ご意見、ご要望があれば自由にご
記入下さい。 

解体
業者 － 

各種意見を吸い上げ、
自動車リサイクル法の
見直し検討に活用 

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 



11 

表 2-6.アンケート回答用紙（基礎情報） 
質問 選択肢 

【1】基礎情報 

１ 御社の事業開始年について、該当する一つを
選択して下さい。 

① 1959 年以前 ② 1960～1969 年 ③ 1970～1979 年 ④ 1980～1989 年 ⑤ 1990 年～1999 年 ⑥ 2000~2009 年 ⑦ 2010～2019 年 ⑧ 2020 年以降 

2 御社の 2024 年度の解体台数について、該当す
る一つを選択して下さい。 

① 1～100 台 ② 101～500 台 ③ 501～1,000 台 ④ 1,001～2,000 台 ⑤ 2,001～5,000 台 ⑥ 5,001～10,000 台 ⑦ 10,001～20,000 台 ⑧ 20,001 台以上 

3 
御社の全従業員数（社員・社員以外のパー

ト）を記入して下さい。 

社員 
その他（パート等） 

合計 

4 

御社の全従業員のうち解体作業員数※をを入力

して下さい。 
※解体作業を携わっている実務部門。ただ

し、廃車の引取部門、事務・販売部門の従業

員は除きます。 
・同じ従業員でも日や時間により、事務作

業、廃車引取、販売を行っている方がいると

思います。その場合は、1 日のうち解体作業

に係わる時間を考慮し、 0.5 人や 0.3 人とし

て合算して下さい。 

社員 

その他（パート等） 

5 
御社の代表者の国籍について、ご記入下さ

い。 
  

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-7. アンケート回答用紙（基礎情報） 
質問 選択肢 

6 

御社の全従業員の母国語別の人数を記入して

下さい。 
※母国語：各人が生まれ育った国の言語を示

す。例えば日本で生まれ育った人の母国語は

日本語となる。 

① 日本語 ② 英語 ③ アラビア語 ④ ウルドゥー語 ⑤ パシュトゥー語 ⑥ ペルシア語 ⑦ シンハラ語 ⑧ その他 
合計 

7 

御社の移動報告担当者（実施者）の母国語別

の人数を記入して下さい。 
※母国語：各人が生まれ育った国の言語を示

す。例えば日本で生まれ育った人の母国語は

日本語となる。 

① 日本語 ② 英語 ③ アラビア語 ④ ウルドゥー語 ⑤ パシュトゥー語 ⑥ ペルシア語 ⑦ シンハラ語 ⑧ その他 
合計 

8 御社の保有設備の台数を記入して下さい。 

① フォークリフト ② ニブラ ③ プレス機 ④ プラスチック破砕機 ⑤ ナゲット機 ⑥ 
ISO 方式エアバッグ一括作

動装置 ⑦ 液抜き装置 ⑧ 
タイヤワイヤー引き抜き除

去機 ⑨ その他 

9 
8 の保有している設備で⓽その他を選択された

方に質問です。詳細（設備名および各台数）

をご記入下さい。 
    

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-8. アンケート回答用紙（廃車仕入れ、売上） 
質問 選択肢 

【2】廃車仕入れ状況     

10 
御社の 2024 年度の廃車の仕入れ先の割合を記

入して下さい。 

① 
 メーカー系販売会社・リー

ス会社 ② 中古車販売・整備事業者 ③ オークション  ④ 保険会社 ⑤ 
エンドユーザー（法人・個

人） ⑥ その他 
合計 

11 
御社の廃車の仕入れ台数について、3 年前を

比較した変化に該当する一つを選択して下さ

い。 

① 増えている ② 横ばいである ③ 減少している 
【3】売上（全体） 

12 
御社の 2024 年度の売上規模について、該当す

る一つを選択して下さい。 

① 1～1,000 万円 ② 1,001～2,000 万円 ③ 2,001～5,000 万円 ④ 5,001 万円～1 億円 ⑤ 1～2 億円 ⑥ 2～5 億円 ⑦ 5～10 億円 ⑧ 10～20 億円 ⑨ 20～30 億円 ⑩ 30～40 億円 ⑪ 40～50 億円 ⑫ 50 億円以上 

13 
御社の向け先別の売上割合を記入して下さ

い。 

① 素材販売  ② 部品販売（海外向け） ③ 部品販売（国内向け）  ④ 整備・板金 ⑤ 中古車販売  ⑥ その他 
合計 

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-9. アンケート回答用紙（売上・素材販売） 

質問 選択肢 

【3】売上(素材販売)  

14 
御社の素材販売（13 ｰ①）について、素材別

割合を記入して下さい。 

① 鉄 ② 
非鉄：ハーネス、アルミ部

品、鋳物、触媒等 ③ 
その他：鉄・非鉄以外の樹

脂等 

合計 

15 

御社の鉄の素材販売（14 ｰ①）について、販

売先別割合を記入して下さい。 
 
※認定全部利用者：主務大臣の全部再資源化

認定(法第 31 条認定)を受け、電炉・転炉に解

体自動車(廃車ガラ)を鉄鋼の原料として投入し

リサイクルする業者。 
※非認定全部利用者：解体自動車(廃車ガラ)を
電炉・転炉に投入したり、輸出を行う業者。 

① 破砕事業者 ② 認定全部利用者 

③ 非認定全部利用者（国内） 

④ 非認定全部利用者（輸出） 

合計 

16 
御社の鉄の素材販売について、非認定全部利

用者（輸出）（15-➃）に販売されている場

合、販売形状別の割合を記入して下さい。 

① 車両のまま ② ハーフカット ③ ルーフカット 
合計 

17 
御社の非鉄の素材販売（14-②）について、販

売先の割合を記入して下さい。 

① 国内バイヤー（商社等） ② 輸出向けバイヤー ③ 自社輸出 
合計 

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-10. アンケート回答用紙（売上・素材販売） 

質問 選択肢 

18 
御社では樹脂素材として販売するため、樹脂

部品・部材を取り外していますか？該当する

一つを選択して下さい。 

①  取り外している  ②  取り外していない 

19 
資源回収インセンティブ制度を知っています

か？該当する一つを選択して下さい。 
① 知っている ② 知らない 

20 
御社では資源回収インセンティブ制度の参加

意向がございますか？該当する一つを選択し

て下さい。 

① 参加する意向がある ② 参加する意向がない ③ 未定 

21 
御社では資源回収インセンティブ制度のため

の設備投資予定はありますか？該当する一つ

を選択して下さい。 

① ある ② ない 

22 
21 の質問で、設備投資予定が「①ある」とお

答え頂いた方に質問です。破砕機など設備投

資予定の設備名をご記入下さい。 

  
  

23 
資源回収インセンティブ制度について何か疑

問、問題、困りごと等ございましたら、具体

的な内容をご記入下さい。 

  
  

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-11. アンケート回答用紙（売上・部品販売） 

質問 選択肢 

【3】売上(部品販売)  

24 
御社の部品販売（13-②及び③）について、中

古部品流通ネットワークに加入しているかど

うか、該当する一つを選択して下さい。 

① 

加入しており、ネットオー

クション等（ヤフー、アマ

ゾン、楽天等のネットショ

ップ）も利用している 

② 
加入しているが、ネットオ

ークション等は利用してい

ない ③ 
無加入で、ネットオークシ

ョン等での販売のみ 

④ 
無加入で、ネットオークシ

ョン等を利用せずに、店頭

販売のみ 

25 
御社の電動車のモーターの販売先の割合を記

入して下さい。 

① エンジン解体業者 ② 
国内素材バイヤー（商社

等） ③ 
国内中古パーツ（自社販

売） ③ 輸出向けバイヤー/自社輸出 
合計 

26 

御社のリチウムイオン電池の販売先の割合を

記入して下さい。 
※リチウムイオン電池：ハイブリッド車、電

気自動車に搭載 

① 
メーカーの共同回収システ

ムで回収（無償） 

② 
部品として国内向けに販売

（整備事業者、リビルト事

業者等） ③ 
部品として海外けに販売

（自社輸出、バイヤー） ④ 
素材として国内向けに販売

（商社等） ⑤ 
素材として海外向けに販売

（自社輸出、バイヤー） ⑥ その他向け先不明 
合計 

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-12. アンケート回答用紙（売上・部品販売、将来動向） 

質問 選択肢 

27 

  

以下 QR コードに示す「損傷した電気自動

車・ハイブリッド自動車等の取り扱い時の主

な注意事項」という電動車から電池の取り外

しマニュアルを知っていますか？ 
① 知っている 

② 知らない 

28 
リチウムイオン電池の取り外し、処理等に関

して何か疑問、問題、困りごと等ございまし

たら、具体的な内容をご記入下さい。 

  
  

29 鉛電池の引渡し先の割合をご記入下さい。 
① 買い取り ② 処理費支払い 

合計 

30 

タイヤ/ミラー/バンパー/ボンネットを外した車

両について、輸出される場合、どのような区

分で輸出されていますか？割合を記入して下

さい。 

① 中古車として輸出 ② 部品として輸出 

合計 

【4】将来動向  

31 
御社の代表者の年代について、該当する一つ

を選択して下さい。 

① 20 歳代 ② 30 歳代 ③ 40 歳代 ④ 50 歳代 ⑤ 60 歳代 ⑥ 70 歳代以上 

32 
後継者の有無について該当する一つを選択し

て下さい。 

① 後継者がいる ② 後継者がいない ③ 後継者は未定 
※前回調査より追加質問項目は色付き表示 

出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-13. アンケート回答用紙（その他） 

質問 選択肢 

【5】その他     

33 

樹脂部品や金属部品の取り外しにおいて取り

外しにくいメーカーまたは部品があります

か？ある場合は、メーカー名および部品名を

ご記入下さい。 

  
  

34 
リサイクル設計に向けた自動車メーカーへの

設計改善要望、良い事例がありますか？ある

場合は、具体的な内容をご記入下さい。 

  
  

35 
日本語以外での、自動車リサイクルに関する

勉強会や研修があれば参加したいですか？該

当する一つを選択して下さい。 

① 参加したい 

② 参加しない 

36 
35 の質問で、「①参加したい」とお答え頂い

た方にお伺いします。どのような勉強会・研

修を希望されますか？ 

  
  

37 

35 の質問で、「①参加したい」とお答え頂い

た方にお伺いします。何語での勉強会・研修

を希望されますか？当てはまるもの全てを選

択して下さい。 

① 英語 ② アラビア語 ③ ウルドゥー語 ④ パシュトゥー語 ⑤ ペルシア語 ⑥ シンハラ語 ⑦ その他 
※前回調査より追加質問項目は色付き表示 

出所：矢野経済研究所作成 
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表 2-14. アンケート回答用紙（その他） 

質問 選択肢 

38 

自働車リサイクル士を知っていますか？該当

する一つを選択して下さい。 
※「自動車リサイクル士制度」は、解体事業

者団体である日本自動車リサイクル機構独自

の資格認定制度。取得することで自動車リサ

イクル法に基づき、使用済自動車の適正な処

理を行うために必要な知識と技術を持つ人材

として認定される。 

① 知っている 

② 知らない 

39 
日本語以外での「自働車リサイクル士」の講

習があれば参加したいですか？該当する一つ

を選択して下さい。 

① 参加したい 

② 参加しない 

40 

日本の法律や規制を守るために、特に苦労し

ていることや母国語でサポートしてほしいこ

とがありますか？ある場合、具体的な内容を

ご記入下さい。 

  
  

41 
その他自動車リサイクルに関するご意見、ご

要望があれば自由にご記入下さい。 
  
  

※前回調査より追加質問項目は色付き表示 
出所：矢野経済研究所作成 
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アンケート送付用封筒を図 2-1 に示す。アンケート用紙（日本語）を、郵送で送付し日本

語以外で回答を希望する人には、WEB 上で回答可能なようにフォームを用意した。 
WEB フォームは、日本語以外に外国語については、解体業者の中でも使用者数の多い英

語、アラビア語、ウルドゥー語、パシュトゥー語、ペルシア語、シンハラ語に翻訳を行った

（図 2-2～図 2-8）。 
 

 
 

  

図 2-1. アンケート送付用封筒 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-2. アンケート WEB 回答画面（日本語） 
出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-3. アンケート WEB 回答画面（英語） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-4.アンケート WEB 回答画面（アラビア語） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-5.アンケート WEB 回答画面（ウルドゥー語） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-6. アンケート WEB 回答画面（パシュトゥー語） 
出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-7.アンケート WEB 回答画面（ペルシア語） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-8.アンケート WEB 回答画面（シンハラ語） 
出所：矢野経済研究所作成 
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回答数 

 表 2-15 に 2025 年アンケート回収結果を示す。アンケートの送付先は、解体業許可を持

つ 3,354 社に対して送付を行った（名寄せ済み）。そのうち 83 件が不着であり、想定到着

数は 3,271 件である。 
 2025 年 11 月中旬～1 月末の期間で、524 件の回答を得た。うち JAERA 会員の回答は

167 件である。  
 なお、前回調査では JAERA 会員に対して 248 件の回答を得ている。今回 JAERA 会員

からの回答数が減った要因は以下が考えられる。 
 前回は JAERA 会員をターゲットとして電話でアンケート回答依頼を個別に実施して

いたため、回答数が多かった（今回は全解体事業者を対象としたため、個別に電話での

依頼を行っていない） 
 今回は本アンケートと同時期に類似のアンケートが各所より複数実施されたため、回答

数が減少したと推測される 
 

表 2-15.2025 年アンケート回収結果 

 
出所：矢野経済研究所作成 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2020年度 2025年度

使⽤済⾃動⾞の解体段階における
ベースリサイクル率の実態調査 解体業者実態調査事業

494 社 3,271社（送付は3,354社、不着83社）

⼀般社団法人⽇本⾃動⾞リサイクル機
構加盟企業

解体業許可を持つ事業者（同⼀企業、別事業
所は可能な限り名寄せ）

回答数 248社
524社

うちJAERA会員167社
うち外国人事業者は84社

回収率 50.20% 16.00%

発送数
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 図 2-9 に返信ありおよび返信なし企業のマップを示す。 

 

 

   

図 2-9.返信ありおよび返信なし企業のマップ 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-10 に都道府県別返信ありおよび返信なしの件数、図 2-11 に都道府県別返信ありお

よび返信なしの比率を示す。都道府県別送付件数としては、千葉、茨城、北海道、愛知、福

岡等が多い。滋賀県、沖縄県を除き、概ね返信率は 10％以上である。 
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図 2-10.都道府県別返信ありおよび返信なしの件数 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-11. 都道府県別返信ありおよび返信なしの比率 
出所：矢野経済研究所作成 
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回答と推計値の算出方法（2025 年結果について） 

2025 年のアンケートでは、解体業者が回答しやすいように、年間の ELV 処理台数や、従

業員数、ELV 仕入れ先、項目別売上高等全てを選択方式としている。例えば、ELV 処理台

数は 1～100 台など幅を持たせた設問を設定した。最大値を除き、数値として把握するため

に平均値に換算している。表 2-16 に解体の ELV 処理台数の平均値を示す。ELV 処理台数

については、1～100 台であれば、51 台として計算している。これらの計算した値から合計

値を算出し、それを社数で割ることで 1 社あたりの数値を把握した。 
表 2-17 に解体作業員数の平均値を示す。 

 

表 2-16.解体の ELV 処理台数の平均値 
 

 

 

 

 

 

 

 

出所：矢野経済研究所作成 
 

表 2-17.解体作業員数の平均値 
 

 

 

 

 

 

 

出所：矢野経済研究所作成 
 
 
 
 
 
 
 
 

番号 ELV 処理台数 平均値（台） 
1 1～100 台 51 
2 101～500 台 301 
3 501～1,000 台 751 
4 1,001～2,000 台 1,501 
5 2,001～5,000 台 3,501 
6 5,001～10,000 台 7,501 
7 10,001～20,000 台 15,001 
8 20,001 台以上 20,000 

番号 解体作業員数 平均値（人） 
1 1～5 人 3 
2 6～10 人 8 
3 11～20 人 15.5 
4 21～30 人 25.5 
5 31～50 人 40.5 
6 50 人以上 50 
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表 2-18 に売上高の平均値を示す。 
表 2-19 に割合の平均値を示す。売上割合（アンケート項目設問 13～17）や、電動モー

ターの販売先（同設問 25）、リチウムイオン電池の販売先（同設問 26）については比率で

の回答とした。比率から売上高を導出するため、各比率の平均値を用いて計算した。 
 

表 2-18.売上高の平均値 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：矢野経済研究所作成 
 
 

表 2-19.割合の平均値 
 

 

 

 

 

 

 

出所：矢野経済研究所作成 
   

番号 売上高 平均値（万円） 
1 1～1,000 万円 500 
2 1,001～2,000 万円 1,500 
3 2,001～5,000 万円 3,500 
4 5,001 万円～1 億円 7,500 
5 1～2 億円 15,000 
6 2～5 億円 35,000 
7 5～10 億円 75,000 
8 10～20 億円 150,000 
9 20～30 億円 250,000 

10 30～40 億円 350,000 
11 40～50 億円 450,000 
12 50 億円以上 500,000 

番号 割合 平均値  
1 1～15％ 8% 
2 16～30％ 23% 
3 31～45％ 38% 
4 46～60％ 53% 
5 61～75％ 68% 
6 75～100％ 88% 
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JAERA 会員比較（2020 年・2025 年比較） 

 

回答者数 

前回調査および 2025 年結果を比較した。前回調査は、JAERA 会員を対象とした調査で

あったため、2025 年結果から JAERA 会員の回答を抽出し、比較を行った。前回調査の

JAERA 会員回答者数は 248 社、2025 年は 167 社であった。 

 
図 2-12.回答者数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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年間の ELV 処理台数 

図 2-13 に年間の ELV 処理台数別回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較）を

示す。2020 年と比較し、2025 年は 1～100 台の事業者比率が 7％増加しているが、回答数

としては 2020 年 20 社から 2025 年 25 社の 5 社増加である。 
図 2-14 に 1 社あたりの年間の ELV 処理台数を示す。2020 年と比較し、2025 年は 1 社

あたりの処理台数が減少した。 

 
図 2-13.年間の ELV 処理台数別回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-14.1 社あたりの年間の ELV 処理台数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ELV 仕入れ先 

図 2-15 に ELV 仕入れ先別台数比率および台数（2020 年・2025 年比較）を示す。2020
年と比較し 2025 年は中古車販売・整備事業者からの比率が 4％、メーカー系販売会社から

の比率が 6％低下した一方で、オークションからの比率が 10％、保険会社からの比率が 5％
上昇した。図 2-16 に 1 社あたりの ELV 仕入れ先別を示す。2020 年と比較し、2025 年は

オークション、保険会社を除いた全ての仕入れ先からの台数が減少した。 

 

図 2-15.ELV 仕入れ先別台数比率および台数（2020 年・2025 年比較） 
出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-16.1 社あたりの ELV 仕入れ先別台数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ELV 仕入れ変化 

図 2-17 に ELV 仕入れ変化回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較）を示す。3
年前と比較して ELV の仕入れ台数が減少しているという回答した比率が 2020 年は 37％に

対して、2025 年度は 77％と増加している。図 2-14 で示すように、2020 年と比較し 2025
年は 1 社あたりの年間の ELV 処理台数が減少しているが、この結果と合致する結果である。 

 
図 2-17.ELV 仕入れ変化回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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解体社員員数/パート数 

図 2-18 に解体作業員数回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較）を、図 2-19
に解体パート数回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較）を示す。2020 年と 2025
年で解体社員数・パート数比率に大きな違いはない。 

 
図 2-18.解体作業員数回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-19.解体パート数回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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解体作業員 1 人当たりの年間 ELV 処理台数 

図 2-20 に解体作業員 1 人当たりの年間の ELV 処理台数回答数比率および回答数（2020
年・2025 年比較）を示す。2020 年と比較し、2025 年は 1～100 台/人・年、200～500 台/
人・年の比率が増え、500～1,000 台/人・年、1,001～5,000 台/人・年の比率が低下した。 

 
図 2-20.解体作業員 1 人当たりの年間の ELV 処理台数回答数比率および回答数（2020

年・2025 年比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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保有設備 

図 2-21 に保有設備別回答比率（2020 年・2025 年比較）を示す。複数回答のため、回答

比率で示す。2020 年と比較し 2025 年度は各機器の回答（保有）比率がわずかに上昇した。 

 
図 2-21.保有設備別回答比率（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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売上高 

 図 2-22 に売上高別回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較）を示す。2020 年

と比較し 2025 年は売上高 5,000 万円以下の事業者の比率が減少した一方で、10～20 億円

と回答した事業者の比率が増加した。 
なお、1 社あたりの年間売上高は 2025 年の方が増える結果となったが、2025 年は 2020

年と比較して、売上高 10 億円以下の事業者が減少した一方で、10～20 億円と回答した事

業者数が12社、20億円以上と回答した事業者が1社増えたことが影響している（図 2-23）。 

売上高が中古車販売の増加等により拡大している解体業者が存在するかもしれないが、ELV
処理台数が減少傾向にあり 2020 年時点との比較が適切に行えない可能性があるため、1 社

あたりの年間売上高は記載しない。 

 
図 2-22 売上高別回答数比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-23.売上高別回答数 
出所：矢野経済研究所作成  
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項目別売上高 

図 2-24 に項目別売上比率（2020 年・2025 年比較）を示す。2020 年と比較し 2025 年は

素材の売上比率が 9％減少した一方で、部品（海外）の売上比率が 5％、中古車の売上比率

が 4％増加した。 

 
図 2-24.項目別売上比率（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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素材売上高 

図 2-25 に素材別売上比率および売上高（2020 年・2025 年比較）を示す。2020 年、2025
年ともに鉄の売上比率が最も高いが、2020 年と比較し、2025 年は鉄の売上比率が低下し

た。その代わりに非鉄、その他の売上比率が増加した。図 2-26 に 1 社あたりの素材別売上

比率および売上高（2020 年・2025 年比較）を示す。先述したように、2020 年と比較し、

2025 年は鉄の売上高が低下した。その代わりに非鉄、その他の売上高が増加した。 

 
図 2-25.素材別売上比率および売上高（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 

図 2-26.1 社あたりの素材別売上比率および売上高（2020 年・2025 年比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-27 に 1 台当たりの鉄の売上高を示す。2020 年の 1 台当たりの価格は数千円～3 万

円以下/台が約 80％であったのに対して、2025 年は 51％となっており、3～5 万円以下/台
が増加した。一般的に廃車ガラの重量は 500kg 程度であり、鉄スクラップの価格を 50～100
円/kg とすると、2～5 万円/台となる。5 万円/台を超える価格については、（売上高の）回答

ミスの可能性が考えられる。 

 
図 2-27.1 台当たりの鉄の売上高回答比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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中古部品ネットワークへの加入状況 

図 2-28 に中古部品ネットワークへの加入状況を示す。2020 年では 75％が、2025 年で

は 84％が加入していると回答した。2020 年と比較し、2025 年は中古部品ネットワークの

加入者比率が増加したが、2020 年と比較し、2025 年は回答数も少なくなっているため、厳

密な比較結果とは言い難い。 
 

 
図 2-28.中古部品ネットワークへの加入状況回答比率および回答数（2020 年・2025 年

比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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代表者の年代 

図 2-29 に代表者の年代を示す。2020 年と比較し、2025 年は 20～49 歳、60～69 歳比率

が減少し、50～59 歳、70 歳以上比率が増加した。時間経過に伴う年齢の上昇と考えられる。 
 

 
図 2-29.代表者の年代回答比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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後継者の有無 

図 2-30 に後継者の有無を示す。2020 年は後継者がいると回答した事業者が 44％、2025
年は 35％であった。2020 年と比較し、2025 年は後継者がいるという回答比率が 9％低下

した。 
 

 
図 2-30.後継者の有無回答比率および回答数（2020 年・2025 年比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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外国人および日本人事業者比較（2025 年回答） 

 

回答者数 

外国人および日本人事業者結果を比較する。図 2-31 に回答者数（日本人・外国人事業者

比較）を示す。外国人事業者の回答社は 84 社、日本人事業者の回答社は 440 社であった。

表 2-20 に外国人事業者と日本人事業者の定義を示す。 
 
 

 
図 2-31.回答者数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
 

表 2-20.外国人事業者と日本人事業者の定義 

出所：矢野経済研究所作成 
 
 
 
 
 

項目 定義 

日本人事業者 代表者の国籍が日本かつ従業員の日本字比率が外国人と同数または高い 

外国人事業者 代表者の国籍が日本以外または従業員の外国人比率が高い 
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 図 2-32 に回答社所在地を示す。回答社の所在地を地図上にプロットした。全国の事業者

から回答を得ているが、外国人事業者比率が高い県は茨城、千葉、大阪、福岡等である。 

 

 

        
図 2-32.回答社所在地（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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事業開始年 

 図 2-33 に事業開始年回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国

人事業者は 2000 年以降操業が全体の 80％以上である。一方で日本人事業者は 2000 年以前

の操業が全体の 70％以上である。 

 
図 2-33.事業開始年回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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年間の ELV 処理台数 

図 2-34 に年間の ELV 処理台数別回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）

を示す。外国人事業者と日本人事業者で比率に大きな違いはない。 

 
図 2-34.年間の ELV 処理台数別回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-35 に 1 社あたりの年間の ELV 処理台数（日本人・外国人事業者比較）を示す。外

国人事業者は日本人事業者よりも 1 社あたりの解体台数が少ない（日本人事業者の 72％の

処理台数）。 

 
図 2-35.1 社あたりの年間の ELV 処理台数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ELV 仕入れ先 

図 2-36 に ELV 仕入れ先別台数回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を

示す。日本人事業者は外国人事業者と比較し、中古車販売・整備由来の仕入れ台数が多い。

外国人事業者は日本人事業者と比較し、オークションからの仕入れ台数比率が多い。 

 
 

図 2-36.ELV 仕入れ先別台数回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-37 に 1 社あたりの ELV 仕入れ先別台数回答比率および回答数（日本人・外国人事

業者比較）を示す。外国人事業者は日本人事業者よりも、オークションからの仕入れ台数が

多いが、それ以外の仕入れ台数は日本人事業者よりも少ない。 

 
 

図 2-37.1 社あたりの ELV 仕入れ先別台数回答比率および回答数（日本人・外国人事業

者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ELV 仕入れ変化 

図 2-38 に ELV 仕入れ変化回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。

3 年前と低した ELV の仕入れ台数が減少しているという回答した日本人事業者は 79％に対

して、外国人事業者は 45％であった。日本人事業者の方が ELV 仕入れ台数が減少している

企業が多い。 

 
図 2-38.ELV 仕入れ変化回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成  
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解体社員員数/パート数 

図 2-39 に解体作業員数回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を、図 2-40
に解体パート数回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国人事業者

と日本人事業者で解体作業員数は大きな違いはない。解体パート数は日本人事業者の 4 社

を除き、1～5 人という回答である。 
 

 
図 2-39.解体作業員数回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-40.解体パート数回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 
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出所：矢野経済研究所作成 

解体作業員 1 人当たりの年間 ELV 処理台数 

図 2-41 に解体作業員 1 人当たりの年間の ELV 処理台数（日本人・外国人事業者比較）

を示す。解体作業員 1 人当たりの年間 ELV 処理台数について、日本人事業者の方が 500 台

/人・年以上の事業者比率が高い。 

 
図 2-41.解体作業員 1 人当たりの年間の ELV 処理台数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成   
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従業員の言語 

 図 2-42 に従業員の言語組み合わせ回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）

を示す。日本人事業者は日本人のみの事業者が 84％と圧倒的に多い。外国人事業者は従業

員の言語について日本語と外国語同数の回答比率が最も高く 37％、その次に外国人比率が

高いという回答が 26％であった。 

 
図 2-42.従業員の言語組み合わせ回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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 図 2-43 に従業員の言語（日本人・外国人事業者比較）を示す。日本人事業者は日本語の

従業員の数が圧倒的に多い。外国人事業者は日本語の従業員数が最も多く、次にウルドゥー

語、パシュトゥー語などである。 
図 2-44 に移動報告者の言語（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国人事業者でも日

本人事業者でも移動報告を行っているのは日本語を母国語とする従業員が圧倒的に多い。

 
図 2-43.従業員の言語（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-44.移動報告者の言語（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成   
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保有設備 

図 2-45 に保有設備別回答比率（日本人・外国人事業者比較）を示す。複数回答のため、

回答比率で示す。外国人事業者と比較し日本人事業者はフォークリフト、タイヤワイヤー引

き抜き機を除きその他機器の保有比率が高い。 

 
図 2-45.保有設備別回答比率（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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売上高 

 図 2-46 に売上高別回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国人

事業者と日本人事業者は売上高回答比率に大きな違いはない。 
図 2-47 に 1 社あたりの年間売上高を示す。外国人事業者は日本人事業者よりも売上高が

低く、日本人事業者の 61.5％である。 

 
図 2-46 売上高別回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-47.1 社あたりの年間売上高（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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項目別売上高 

図 2-48 に項目別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国人事

業者は日本人事業者と比較し、部品販売（海外向け）、中古車販売の売上比率が高い。それ

以外の項目は日本人事業者の比率が高い。 

 
図 2-48.項目別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-49 に 1 社あたりの項目別売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国人事業

者は日本人事業者と比較し、部品販売（海外向け）の売上高が高い。それ以外の項目は日本

人事業者の売上が高い。 

 
図 2-49.1 社あたりの項目別売上高（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成   
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素材売上高 

図 2-50 に素材別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国人事

業者も日本人事業者も素材の売上としては鉄の売上比率が最も高い。 
図 2-51 に 1 社あたりの素材別売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。外国人事業

者も日本人事業者も素材としては鉄の売上高が最も高い。素材としての売上高は、外国人事

業者は日本人事業者の 55％程度である。 

 
図 2-50.素材別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-51.1 社あたりの素材別売上高（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ｲ）鉄売上高 

 図 2-52 に鉄の販売先別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。外

国人事業者も日本人事業者も破砕事業者向けの売上比率が 80％以上と最も高い。 
図 2-53 に 1 社あたりの鉄の販売先別売上高を示す。外国人事業者も日本人事業者も破砕

事業者向けの売上高が圧倒的に高い。 

 

図 2-52.鉄の販売先別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-53.1 社あたりの鉄の販売先別売上高（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-54 に 1 台当たりの鉄の売上高回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）

を示す。外国人事業者は日本人事業者と比較し、1 万円以下/台の比率が若干高いが、その他

比率に大きな違いはない。 
一般的に廃車ガラの重量は 500kg 程度であり、鉄スクラップの価格を 50～100 円/kg と

すると、2～5 万円/台となる。5 万円/台を超える価格については、売上高の回答ミスの可能

性が考えられる。 

 
図 2-54.1 台当たりの鉄の売上高回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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・非認定全部利用（輸出））売上高 

図 2-55 に非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上高を示す。外国人事業者は日本人事

業者と比較し、ハーフカット、ルーフカットの売上比率が高い。 

 
図 2-55.非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上比率および売上高（日本人・外国人

事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-56 に 1 社あたりの非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上高（日本人・外国人事

業者比較）を示す。外国人事業者は全部利用（輸出）の売上高が日本人事業者の 45％程度

である。外国人事業者は日本人事業者と比較しルーフカットの売上高が高く、ハーフカット

の売上高は同等程度である。車両やノーズカットの売上高は低い。 

 
図 2-56.1 社あたりの非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上高（日本人・外国人事

業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ﾛ）非鉄売上高 

 図 2-57 に非鉄の販売先別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。

外国人事業者も日本人事業者も国内バイヤー向けの売上高が最も高い。 
図 2-58 に 1 社あたりの非鉄の販売先別売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。1

社あたりの売上高でも外国人事業者、日本人事業者ともに国内バイヤー向け売上高が最も

高い。 

 
図 2-57.非鉄の販売先別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 

図 2-58. 1 社あたりの非鉄の販売先別売上高（日本人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ﾊ）樹脂素材回収状況 

 図 2-59 に 樹脂素材回収状況の回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を

示す。日本人事業者では 22％が、外国人事業者では 23％が取り外していると回答した。 

 
図 2-59. 樹脂素材回収状況の回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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・資源回収インセンティブ制度認知度 

 図 2-60 に資源回収インセンティブ制度の認知度を示す。日本人事業者では 59％が、外

国人事業者では 31％が知っていると回答した。外国人事業者よりも日本人事業者の方の認

知度が高い。 
  

 

図 2-60.資源回収インセンティブ制度の認知度回答比率および回答数（日本人・外国人

事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-61 に資源回収インセンティブ制度への参加意向を示す。日本人事業者では 21％
が、外国人事業者では 14％が参加する意向があると回答した。外国人事業者よりも日本人

事業者の参加意向が高い。 

 

図 2-61.資源回収インセンティブ制度への参加意向回答比率および回答数（日本人・外

国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-62 に資源回収インセンティブ制度に向けた設備投資予定を示す。外国人事業者では

3 社、日本人事業者では 25 社設備投資予定があると回答した。 
図 2-63 に設備投資予定品を示す。主に破砕機、粉砕機等が挙げられている。 

 

図 2-62.資源回収インセンティブ制度に向けた設備投資予定の有無回答比率および回答

数（日本人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 

 

 
図 2-63.設備投資予定品 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-64 に資源回収インセンティブ制度の困りごとを示す。費用対効果面の不安、制度へ

の理解不足、コンソーシアム形成が困難等の課題が挙げられていた。 

 

図 2-64.資源回収インセンティブ制度の困りごと 
出所：矢野経済研究所作成 
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部品売上高 

 

ｲ）中古部品ネットワークへの加入状況 

図 2-65 に中古部品ネットワークへの加入状況回答比率および回答数（日本人・外国人事

業者比較）を示す。日本人事業者では 56％が、外国人事業者では 34％が加入している。外

国人事業者よりも日本人事業者の加入比率が高い。 

 
図 2-65.中古部品ネットワークへの加入状況回答比率および回答数（日本人・外国人事

業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ﾛ）電動モーターの販売状況 

 図 2-66 に電動モーターの販売先別個数比率および個数（日本人・外国人事業者比較）を

示す。各社の ELV 処理台数に対して 1 台 1 個として計算した。外国人事業者は日本人事業

者と比較し、国内中古パーツ（自社販売）、輸出向けバイヤー/自社輸出の比率が高い。 

 
図 2-66.電動モーターの販売先別個数比率および個数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



75 

図 2-67 に 1 社あたりの電動モーターの販売先別個数（日本人・外国人事業者比較）を示

す。外国人事業者は日本人事業者と比較し、国内中古パーツ（自社販売）、輸出向けバイヤ

ー/自社輸出の販売個数が多い。 

 
図 2-67.1 社あたりの電動モーターの販売先別個数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ﾊ）LiB の販売状況 

図 2-68 に LiB の販売先別個数比率および個数（日本人・外国人事業者比較）を示す。解

体業者によって開きがあるが、LiB の取り扱いのある解体業者にヒアリングした所、1 社あ

たり年間 10～50 個の取り扱いがあることが分かったため、ここでは 10 個の LiB を取り扱

っていると仮定して計算した。外国人事業者と日本人事業者で販売先に大きな違いはない。

共同回収だけでなく、部品や素材として販売している。 

 
図 2-68.LiB の販売先別個数比率および個数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-691 社あたりの LiB の販売先別個数（日本人・外国人事業者比較）を示す。 

 
図 2-69.1 社あたりの LiB の販売先別個数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成   
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・損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車の取り扱い時の認知度 

自動車再資源化協力機構では、「損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車等の取り扱い

時の主な注意事項」について公開している。 
図 2-70 に損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車等の取り扱い時の主な注意事項認知

度回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。日本人事業者の認知度が

73％に対して、外国人事業者の認知度は 55％であった。外国人事業者よりも日本人事業者

の方の認知度が高い。 
 

 
図 2-70.損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車等の取り扱い時の主な注意事項認知

度回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-71 に LiB 処理の困りごとを示す。手間がかかる、販売関連、車台番号に紐付かない

電池、損傷電池処理、費用負担、LiB 情報提供等の課題が挙げられていた。 
 

 
図 2-71.LiB 処理の困りごと 

出所：矢野経済研究所作成 
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ﾆ）鉛電池の処理方法 

図 2-72 に鉛電池の処理方法別比率および個数（日本人・外国人事業者比較）を示す。各

社の ELV 処理台数に対して 1 台 1 個として計算した。日本人事業者も外国人事業者も 90％
以上が買い取りという回答であった。 
図 2-73 に 1 社あたりの鉛電池の処理方法別個数（日本人・外国人事業者比較）を示す。 

 
図 2-72.鉛電池の処理方法別比率および個数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 

図 2-73.1 社あたりの鉛電池の処理方法別個数（日本人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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タイヤ/ミラー/バンパー/ボンネットを外した車両の輸出区分 

 図 2-74 にタイヤ/ミラー/バンパー/ボンネットを外した車両の輸出区分回答数（日本人・

外国人事業者比較）を示す。外国人事業者も日本人事業者も中古車としても部品としても輸

出している。 

 
図 2-74. タイヤ/ミラー/バンパー/ボンネットを外した車両の輸出区分回答数（日本人・

外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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代表者の年代 

図 2-75 に代表者の年代の回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。

日本人事業者は 30～39 歳の比率が 1％以下に対して、外国人事業者は 10％である。日本事

業者は 70 歳以上の比率が 24％に対して、外国人事業者は 5％である。外国人事業者の方が

代表者の年代が若い傾向にある。 
 

 
図 2-75.代表者の年代の回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成   
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後継者の有無 

図 2-76 に後継者の有無回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。日

本人事業者も外国人事業者も最も多い回答は後継者は未定という回答である。日本人事業

者で後継者がいる事業者は 33％、外国人事業者では 23％である。外国人事業者は日本人事

業者よりも後継者がいる比率が低い。 

 
図 2-76.後継者の有無回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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リサイクル設計 

図 2-77 に取り外しにくい部品・メーカーを示す。外車、日本車等が挙げられていた。 

 
図 2-77.取り外しにくい部品・メーカー回答数 

出所：矢野経済研究所作成 
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 図 2-78 にリサイクル設計に向けた自動車メーカーへの設計改善要望、良い事例を示す。

樹脂、各メーカーへの意見、ネジ・ボルトに関して等意見が挙げられていた。 

 
図 2-78. リサイクル設計に向けた自動車メーカーへの設計改善要望、良い事例 

出所：矢野経済研究所作成 
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自動車リサイクルについて日本語以外での研修要望 

 図 2-79 に自動車リサイクル関連の日本語以外での研修要望回答比率および回答数（日本

人・外国人事業者比較）を示す。日本人事業者で 18 社、外国人事業者で 14 社参加したい

と回答した。 
 図 2-80 に希望する研修内容を示す。自動車リサイクル全般・基礎内容、解体方法等、自

動車リサイクル士などの研修が希望として挙げられていた。 

 
図 2-79.自動車リサイクル関連の日本語以外での研修要望回答比率および回答数（日本

人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-80.希望する研修内容 
出所：矢野経済研究所作成  
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自動車リサイクル士の認知度 

 図 2-81 に自動車リサイクル士認知度の回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比

較）を示す。日本人事業者の認知度は 80％、外国人事業者の認知度は 62％である。外国人

事業者よりも日本人事業者の認知度が高いが、外国人事業者でも 62％の認知度がある。 
  

 
図 2-81.自動車リサイクル士認知度の回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比

較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-82 に自動車リサイクル士の日本語以外での研修希望回答比率および回答数（日本

人・外国人事業者比較）を示す。日本人事業者で 42 社から、外国人事業者で 17 社からの

研修希望があった。 

 
図 2-82. 自動車リサイクル士の日本語以外での研修希望回答比率および回答数（日本

人・外国人事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-83 に日本の法律を順守する上で特に苦労していることや、母国語でのサポートにつ

いての要望を示す。各母国語（言語）サポートや、エアバック関連、電気自動車の解体等に

ついて意見が出ていた。 
図 2-84 に自動車リサイクル全般に対する意見を示す。違法事業者の取り締まり、リサイ

クルの実施、教育等について意見が出ていた。 

 
図 2-83.日本の法律を順守する上で特に苦労していることや、母国語でのサポートにつ

いての要望 
出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-84.自動車リサイクル全般に対する意見 

出所：矢野経済研究所作成 
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2000 年以降設立の外国人および日本人事業者および比較 

 外国人事業者は 2000 年以降の設立の事業者が多く、経験が日本人事業者よりも浅い場合

が多い。日本人事業者と外国人事業者を同じ条件（設立年）で比較するため、「2.1.5 外国人

および日本人事業者比較（2025 年回答）」の結果から 2000 年以降操業の事業者に絞って分

析を行った。 
 

回答者数 

外国人および日本人事業者結果を比較する。図 2-31 に回答者数（日本人・外国人事業者

比較）を示す。日本人事業者の回答数は 111 社、外国人事業者の回答数は 67 社であった。 

 
図 2-85.回答者数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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 図 2-32 に回答社所在地を示す。回答社の所在地を地図上にプロットした。全国の事業者

から回答を得ているが、外国人事業者比率が高い県は茨城、千葉、岐阜、大阪、香川、福岡

等である。 

 

 

  
出所：矢野経済研究所作成 

図 2-86.回答社所在地（2000 年以降設立の事業者比較） 
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年間の ELV 処理台数 

図 2-87 に年間 ELV 処理台数別回答比率および回答数を示す。外国人事業者は日本人事

業者と比較し、1～100 台の比率が低いが、101～500 台の比率が高い。 
 

図 2-88 に 1 社あたりの年間 ELV 処理台数を示す。外国人事業者は日本人事業者よりも

1 社あたりの解体台数が少なく、日本人事業者の 72％の処理台数である。 

 
図 2-87.年間 ELV 処理台数別回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-88.1 社あたりの年間 ELV 処理台数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ELV 仕入れ先 

図 2-89にELV仕入れ先別台数比率および台数（2000年以降設立の事業者比較）を示す。

全体の結果と同様に外国人事業者は日本人事業者と比較し、オークションからの仕入れ台

数比率が高い。日本人事業者は外国人事業者と比較し、メーカー系販売会社、中古車販売・

整備由来の仕入れ台数が多い。 

 
図 2-89.ELV 仕入れ先別台数比率および台数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-89にELV仕入れ先別台数比率および台数（2000年以降設立の事業者比較）を示す。

全体の結果と同様に外国人事業者は日本人事業者と比較し、オークションからの仕入れ台

数が多い。その他の仕入れは日本人事業者の方が多い。 

 
図 2-90.1 社あたりの ELV 仕入れ先別台数（日本人・外国人事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ELV 仕入れ変化 

図 2-38 に ELV 仕入れ変化回答比率および回答数（日本人・外国人事業者比較）を示す。

3 年前と比較し ELV 仕入れ台数が減少していると回答した日本人事業者は 81％に対して、

外国人事業者は 34％である。日本人事業者の方が ELV 仕入れが減少していると回答した企

業が多い。 

 
図 2-91. ELV 仕入れ変化回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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解体作業員数/パート数 

図 2-92 に解体作業員数回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較）を、図 
2-93 に解体パート数回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。外国

人事業者と日本人事業者で解体作業員数に大きな違いはない。解体パート数は日本人事業

者の 1 社を除き、1～5 人という回答である。 

 

図 2-92.解体作業員数回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 

 

図 2-93.解体パート数回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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解体作業員 1 人当たりの年間 ELV 処理台数 

図 2-94 に解体作業員 1 人当たりの年間の ELV 処理台数回答比率および回答数（2000 年

以降設立の事業者比較）を示す。日本人事業者の方が 500 台/人・年以上の事業者比率が高

い。 

 
図 2-94.解体作業員 1 人当たりの年間の ELV 処理台数回答比率および回答数（2000 年

以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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保有設備 

図 2-95 に保有設備別回答比率（2000 年以降設立の事業者比較）示す。複数回答のため、

回答比率で示す。外国人事業者は日本人事業者と比較し、ニブラ、プラスチック破砕機、ナ

ゲット機、液抜き装置、タイヤワイヤー引き抜き除去機などの保有比率が低い。 
 

 
図 2-95.保有設備別回答比率（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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売上高 

 図 2-96 に売上高別回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較）を示す外国

人事業者は日本人事業者と比較し 1,001～2,000 万円の売上高の回答比率が 7％高い。 
 

 
図 2-96 売上高別回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-97 に 1 社あたりの年間売上高（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。外国人事

業者の 1 社あたりの売上高は、日本人事業者の 72％である。 

 

図 2-97.1 社あたりの年間売上高（2000 年以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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項目別売上高 

図 2-98 に項目別売上比率および売上高（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。外国

人事業者は日本人事業者と比較し、部品販売（海外向け）、中古車販売の売上比率が高い。

それ以外の項目は日本人事業者の比率が高い。 

 
図 2-98.項目別売上比率および売上高（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



102 

図 2-99 の 1 社あたりの項目別売上高（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。外国人

事業者は日本人事業者と比較し、部品販売（海外向け）の売上高が高い。それ以外の項目は

日本人事業者の売上高が高い。 

 
図 2-99.1 社あたりの項目別売上高（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成   
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素材売上高 

図 2-100 に素材別売上比率および売上高（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。日本

人事業者は鉄・非鉄の売上高が 47％、46％と同等の比率である。外国人事業者は鉄の売上

比率が 77％と高い。 

 
図 2-100.素材別売上比率および売上高（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-101 に 1 社あたりの素材別売上高（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。全体の

結果と同様に外国人事業者も日本人事業者も素材の売上としては鉄の売上高が最も高く、

かつ売上規模が同等レベルである。日本人事業者は、鉄の売上と同じ程度の非鉄の売上があ

る。外国人事業者は非鉄およびその他の売上高は日本人事業者と比較し約 60％程度である。 
 

 
図 2-101.1 社あたりの素材別売上高（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ｲ）鉄売上高 

 図 2-52 に鉄の販売先別売上比率および売上高（日本人・外国人事業者比較）を示す。外

国人事業者も日本人事業者も破砕事業者向けの売上比率が 90％以上と最も高い。 
図 2-53 に 1 社あたりの鉄の販売先別売上高を示す。外国人事業者も日本人事業者も破砕

事業者向けの販売比高が圧倒的に高い。 

 
図 2-102.鉄の販売先別売上比率および売上高（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-103.1 社あたりの鉄の販売先別売上比率および売上高（2000 年以降設立の事業者

比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-104 に 1 台当たりの鉄の売上高回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比

較）を示す。外国人事業者は日本人事業者と比較し、1 万円/台以下の比率が若干高いが、そ

の他比率に大きな違いはない。 
一般的に廃車ガラの重量は 500kg 程度であり、鉄スクラップの価格を 50～100 円/kg と

すると、2～5 万円/台となる。5 万円/台を超える価格については、売上高の回答ミスの可能

性が考えられる。 

 
図 2-104.1 台当たりの鉄の売上高回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比

較） 
出所：矢野経済研究所作成   
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・非認定全部利用（輸出）売上高 

図 2-105 に非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上比率および売上高（2000 年以降設

立の事業者比較）別売上高を示す。外国人事業者は日本人事業者と比較し、ルーフカットの

売上比率が高く、車両の売上比率が低い。 
 

 
図 2-105.非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上比率および売上高（2000 年以降設

立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-106 に 1 社あたりの非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上高（2000 年以降設立

の事業者比較）を示す。日本人事業者と比較し外国人事業者は非認定全部利用（輸出）の売

上高が半分以下である。その中で、ハーフカット、ルーフカットの売上が高い。 

 
図 2-106.1 社あたりの非認定全部利用（輸出）の販売形態別売上高（2000 年以降設立

の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ﾛ）非鉄売上高 

 図 2-107 に非鉄の販売先別売上回答比率および売上高（2000 年以降設立の事業者比較）

を示す。外国人事業者も日本人事業者も国内バイヤー向けの売上高が最も高い。 

 
図 2-107.非鉄の販売先別売上回答比率および売上高（2000 年以降設立の事業者比較）  

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-108 に 1 社あたりの非鉄の販売先別売上高（2000 年以降設立の事業者比較）を示

す。1 社あたりの売上高でも外国人事業者も日本人事業者も国内バイヤー向けの売上高が最

も高い。 

 
図 2-108. 1 社あたりの非鉄の販売先別売上高（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ﾊ）樹脂素材回収状況 

 図 2-109 に樹脂素材回収状況の回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較）

を示す。日本人事業者では 29％が、外国人事業者では 21％が取り外していると回答した。 
 

 
図 2-109.樹脂素材回収状況の回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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・資源回収インセンティブ制度認知度 

 図 2-110 資源回収インセンティブ制度の認知度回答比率および回答数（2000 年以降設立

の事業者比較）を示す。日本人事業者では 59％が、外国人事業者では 27％が知っていると

回答した。外国人事業者よりも日本人事業者の認知度が高い。  

 
図 2-110.資源回収インセンティブ制度の認知度回答比率および回答数（2000 年以降設

立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-111 に資源回収インセンティブ制度への参加意向回答比率および回答数（2000 年以

降設立の事業者比較）を示す。日本人事業者では 19％が、外国人事業者では 10％が参加す

る意向があると回答した。外国人事業者よりも日本人事業者の参加意向が高い。 
 

 

図 2-111.資源回収インセンティブ制度への参加意向回答比率および回答数（2000 年以

降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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部品売上高 

 

ｲ）中古部品ネットワークへの加入状況 

図 2-112 に中古部品ネットワークへの加入状況回答比率および回答数（2000 年以降設立

の事業者比較）を示す。日本人事業者では 52％が、外国人事業者では 26％が加入している。

外国人事業者よりも日本人事業者の加入比率が高い。 
 

 
図 2-112.中古部品ネットワークへの加入状況回答比率および回答数（2000 年以降設立

の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ﾛ）電動モーターの販売状況 

 図 2-113 に電動モーターの販売先個数比率および個数（2000 年以降設立の事業者比較）

を示す。各社の ELV 処理台数に対して 1 台 1 個として計算した。外国人事業者は日本人事

業者と比較し、国内中古パーツ（自社販売）、輸出向けバイヤー/自社輸出の比率が高い。  

 
図 2-113.電動モーターの販売先個数比率および個数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-114 に 1 社あたりの電動モーター販売先（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。

外国人事業者は日本人事業者と比較し、国内中古パーツ（自社販売）、輸出向けバイヤー/自
社輸出の販売個数が多い。 

 
図 2-114.1 社あたりの電動モーター販売先（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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ﾊ）LiB の販売状況 

図 2-115 に LiB の販売先個数比率および個数（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。

1 社あたり 10 個の LiB を取り扱っているとして計算した。外国人事業者は日本人事業者と

比較し、素材販売（国内）向け比率が低い一方で、素材販売（海外）向け比率が高い。 
図 2-116 に 1 社あたりの LiB の販売先別個数（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。 

 
図 2-115.LiB の販売先個数比率および個数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 
図 2-116.1 社あたりの LiB の販売先別個数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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・損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車の取り扱い時の認知度 

自動車再資源化協力機構では、「損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車等の取り扱

い時の主な注意事項」について公開している。 
図 2-117 に損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車等の取り扱い時の主な注意事項認

知度回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。日本人事業者の認知

度が 71％に対して、外国人事業者の認知度は 52％であった。外国人事業者よりも日本人事

業者の認知度が高い。 

 
図 2-117.損傷した電気自動車・ハイブリッド自動車等の取り扱い時の主な注意事項認知度

回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成  
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ﾆ）鉛電池の処理方法 

図 2-118に鉛電池の処理方法別比率および個数（2000年以降設立の事業者比較）を示す。

各社の ELV 処理台数に対して 1 台 1 個として計算した。日本人事業者はほぼ 100％が買い

取り、外国人事業者でも 95％が買い取りであった。 
図 2-119 に 1 社あたりの鉛電池の処理方法別個数（2000 年以降設立の事業者比較）を示

す。 

 
図 2-118.鉛電池の処理方法別比率および個数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

 

図 2-119.1 社あたりの鉛電池の処理方法別個数（2000 年以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ﾎ）タイヤ/ミラー/バンパー/ボンネットを外した車両の輸出区分 

図 2-120 にタイヤ/ミラー/バンパー/ボンネットを外した車両の輸出区分回答数（2000 年

以降設立の事業者比較）を示す。外国人事業者も日本人事業者も中古車としても部品として

も輸出している。 

 
図 2-120. タイヤ/ミラー/バンパー/ボンネットを外した車両の輸出区分回答数（2000 年以

降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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代表者の年代 

図 2-121 に代表者の年代を示す。日本人事業者は 30～39 歳が 4％に対して、外国人事業

者は 12％、日本人事業者は 70 歳以上の比率が 18％に対して、外国人事業者は 3％である。

外国人事業者の方が代表者の年代が若い傾向にある。 

 
図 2-121.代表者の年代（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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後継者の有無 

図 2-122 に後継者の有無回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。

日本人事業者も外国人事業者も最も多い回答は後継者は未定という回答である。日本人事

業者で後継者がいる事業者は 30％、外国人事業者では 22％である。外国人事業者は、日本

人事業者と比較し、後継者がいる比率が低い。 
 

 
図 2-122.後継者の有無回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 
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自動車リサイクルについて日本語以外での研修要望 

図 2-123 に自動車リサイクル関連の日本語以外での研修要望回答比率および回答数

（2000 年以降設立の事業者比較）を示す。外国人事業者で 10 社、日本人事業者で 4 社参

加したいと回答している。 
 

 
図 2-123.自動車リサイクル関連の日本語以外での研修要望回答比率および回答数（2000

年以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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自動車リサイクル士の認知度 

図 2-124 に自動車リサイクル士認知度回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者

比較）を示す。日本人事業者の認知度は 76％、外国人事業者の認知度は 58％である。外国

人事業者よりも日本人事業者の認知度が高いが、外国人事業者でも過半以上の認知度があ

る。 

 
図 2-124.自動車リサイクル士認知度回答比率および回答数（2000 年以降設立の事業者比

較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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図 2-125 に自動車リサイクル士の日本語以外での研修希望回答比率および回答数（2000

年以降設立の事業者比較）を示す。外国人事業者で 12 社から、日本人事業者で 16 社から

日本語以外での研修希望があった。 

 
図 2-125.自動車リサイクル士の日本語以外での研修希望回答比率および回答数（2000 年

以降設立の事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成   
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アンケート結果からの分析・仮説 

 

ELV 仕入れが増加している事業者について 

 3 年前と比較した際に、ELV 仕入れ台数が増加、減少、横ばいの企業がいた。増加してい

る企業と減少している企業にはどのような違いがあるのか、比較を行った。 
図 2-126 に 1 社あたりの ELV 処理台数（3 年前と比較した ELV 仕入れ増加および減少

企業）を、図 2-127 に 1 社あたりの ELV の仕入れ先別比率示す。 

 
図 2-126.1 社あたりの ELV 処理台数（3 年前と比較した ELV 仕入れ増加および減少企

業） 
出所：矢野経済研究所作成 

 
※1 社あたりの ELV 処理台数および仕入れ先は一部データが不完全な部分があるため完全には合致しない。 

図 2-127.1 社あたりの ELV の仕入れ先別比率（3 年前と比較した ELV 仕入れ増加およ

び減少企業） 
出所：矢野経済研究所作成 
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ELV 仕入れが 3 年前と比較し増加している外国人事業者は ELV 処理台数が 1,000 台/年
程度の小規模事業者であり、オークション、中古車販売店からの仕入れが比率が高い。 

ELV 仕入れが 3 年前と比較し増加している日本人事業者は 3.000 台/年規模の中規模事業

者であり、オークションからの仕入れが多い企業である。 
 
図 2-128 に 1 社あたりの売上高を、図 2-128 に 1 社あたりの売上高を示す。仕入れが増

加している外国人事業者は、部品販売（海外向け）の売上高が高い。仕入れが増加している

日本人事業者は、部品（国内向け）の売上が特に高いが、そのほか素材、部品（海外向け）、

中古車販売など、幅広い商品をまんべんなく販売している。   

 
図 2-128.1 社あたりの売上高（3 年前と比較した ELV 仕入れ増加企業および減少企業） 

出所：矢野経済研究所作成  

 
※1 社あたりの売上高および項目別売上高は一部データが不完全な部分があるため完全には合致しない。 

図 2-129. 1 社あたりの項目別売上高（3 年前と比較した ELV 仕入れ増加企業および減

少企業） 
出所：矢野経済研究所作成  
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仮説として、ELV 仕入れが増加している日本人事業者は、売れる素材（鉄だけでなく、

非鉄やその他樹脂も）や部品を積極的に販売し、オークション等での価格競争に競り勝って

いると推測される。ELV 仕入れが増加している外国人事業者は、海外向け部品の販売をメ

インに行い、オークション等の価格競争に競り勝っていると推測される。 
 

表 2-21.1 社あたりの ELV 処理台数および ELV 仕入れ先 

※1 社あたりの ELV 処理台数および仕入れ先は一部データが不完全な部分があるため完全には合致しない。 

出所：矢野経済研究所作成 
表 2-22. 1 社あたりの売上柄高および項目別売上高 

※1 社あたりの売上高および項目別売上高は一部データが不完全な部分があるため完全には合致しない。 

出所：矢野経済研究所作成   

1 社あたりの ELV 処理台数 
仕入れ増 

⽇本人事業者 

仕入れ増 

外国人事業者 

仕入れ減 

⽇本人事業者 

仕入れ減 

外国人事業者 

ELV 処理台数 2,899 859 1,585 1,674 

1 社あたりの ELV 仕入れ先 
仕入れ増 

⽇本人事業者 

仕入れ増 

外国人事業者 

仕入れ減 

⽇本人事業者 

仕入れ減 

外国人事業者 

メーカー系販売会社・リー

ス会社  
361 35 225 170 

中古車販売・整備事業者 773 284 579 454 
オークション 1,152 394 312 449 
保険会 284 31 157 239 
エンドユーザー（法人・個

人） 
305 80 232 292 

その他 167 32 66 69 

1 社あたりの売上高 
仕入れ増 

⽇本人事業者 

仕入れ増 

外国人事業者 

仕入れ減 

⽇本人事業者 

仕入れ減 

外国人事業者 

売上高 51,889 31,916 41,458 39,840 

1 社あたりの項目別売上高 
仕入れ増 

⽇本人事業者 

仕入れ増 

外国人事業者 

仕入れ減 

⽇本人事業者 

仕入れ減 

外国人事業者 

素材 30,035 3,515 17,256 16,925 
部品販売（海外向け） 22,442 20,810 7,730 10,089 
部品販売（国内向け） 40,669 1,676 8,002 4,650 
整備・板金  4,064 358 1,127 797 
中古車販売 19,339 2,524 3,812 5,758 
その他 13,801 2,217 2,686 5,052 
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ニブラを持たずに、1 日 4 台以上/人の処理能力がある事業者 

表 2-23 に年間の 1 人あたりの ELV 処理台数と 1 日あたりの処理台数を示す。ニブラを

保有せずに、1 日 4 台以上/人の ELV 処理能力を持つ事業者が日本人事業者にも、外国人事

業者にもいるが、このような事業者は主に解体ではなく部品取りを中心に行っているので

はないかと仮説を立てている。 
 アンケート結果から、1 人当たりの日の ELV 処理台数が 2 台以下の事業者（445 社）お

よびニブラを保有せずに 4 台以上処理する事業者（13 社）の項目別売上高比較を実施した。 
表 2-24 に年間の 1 人あたりの ELV 処理台数と 1 日あたりの処理台数を表 2-24 に 1 社

あたりの項目別売上高（1 人当たりの ELV 処理台数が 2 台以下/日の事業者およびニブラを

保有せずに 4 台以上/日処理する事業者比較）、図 2-130 に 1 社あたりの項目別売上高（1 人

当たりの ELV 処理台数が 2 台以下/日の事業者およびニブラを保有せずに 4 台以上/日処理

する事業者比較）を示す。 
日に 4 台/人の解体実績を持つ事業者は素材も回収はしているが、それ以上に部品（海外

向け）を回収しており、部品取りが中心と考えられる。部品取りについては、丁寧に外す場

合は、素材取り以上の時間がかかると推測される。外国人事業者がどのように効率化してい

るかを確認する必要がある。 
表 2-23.年間の 1 人あたりの ELV 処理台数と 1 日あたりの処理台数 

出所：矢野経済研究所作成 

 
表 2-24.1 社あたりの項目別売上高（1 人当たりの ELV 処理台数が 2 台以下/日の事業者

およびニブラを保有せずに 4 台以上/日処理する事業者比較） 

出所：矢野経済研究所作成 

年間の 1 人当たりの処
理台数 月の処理台数（最大） 日の処理台数（最大） 

20 日稼働の場合 
1～10 台/人 1 台/人以下 － 
10～50 台/人 4.1 台/人 － 
50～100 台/人 ８台/人 － 
100～200 台/人 16 台/人 0.8 台/人 
200～500 台/人 42 台/人 2.1 台/人 
500～1,000 台/人 83 台/人 4.1 台/人 
1,001～2,5000 台/人 208 台/人 10.4 台/人 

 単位：万円 2 台以下/人・日 ニブラなし 4 台以上/人・日 
日本人事業者 外国人事業者 日本人事業者 外国人事業者 

素材 15,400 9,287 5,191 9,828 
部品販売（海外向け） 8,896 12,057 9,533 31,207 
部品販売（国内向け） 9,575 3,384 10,747 5,948 
整備・板金  1,377 452 40 2,069 
中古車販売 6,161 4,972 2,176 5,948 
その他 3,211 3,309 262 0 
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図 2-130. 1 社あたりの項目別売上高（1 人当たりの日の ELV 処理台数が 2 台以下の事

業者およびニブラを保有せずに 4 台以上処理する事業者比較） 
出所：矢野経済研究所作成 
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外国人事業者の鉄の販売 

表 2-25 に 1 社あたりの ELV 処理台数と各種売上高を示す。外国人事業者は日本人事業

者に対して、素材の売上高が 53％と低い値である。 
外国人事業者は日本人事業者に対して ELV 処理台数は 73％、売上高は 62％である。少

なくとも素材の売上高も日本人事業者の 62％程度であれば同量程度の素材を回収している

ことになるが、結果は 53％と低い値である。 
 

表 2-25.1 社あたりの ELV 処理台数と各種売上高（2025 年度全体結果） 

※売上高の外国人÷日本人の 62％よりも低い値を赤表示 

出所：矢野経済研究所作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ⽇本人事業者 外国人事業者 外国人÷⽇本人 
ELV 処理台数 1,681 1,227 1,681 

    
  ⽇本人事業者 外国人事業者 外国人÷⽇本人 
売上高 51,889 31,916 62% 

    
  ⽇本人事業者 外国人事業者 外国人÷⽇本人 

素材 16,990 9,043 53% 
部品販売（海外向け） 9,790 12,581 129% 
部品販売（国内向け） 13,069 3,373 26% 
整備・板金  1,269 475 37% 
中古車販売 5,987 4,877 81% 
その他 3,777 3,115 82% 

    
素材 ⽇本人事業者 外国人事業者 外国人÷⽇本人 

鉄 10,014 7,064 71% 
非鉄 5,434 2,082 38% 
その他：鉄・非鉄以外の樹
脂等  2,014 611 30% 
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表 2-26 に 1 社あたりの ELV 処理台数と各種売上高（2020 年以降操業の事業者）を示

す。2000 年以降設立の事業者だけで見るとさらに低く、外国人事業者は日本人事業者に対

して ELV 処理台数は 57％、売上高は 72％であり、素材の売上高は 56％である。 
1 社あたりの売上構成は、素材、国内向け部品、整備板金の売上が低い一方で、部品販売

（海外向け）、中古車販売が高い。 
仮説として、外国人事業者は、海外向けの部品販売から自動車解体業に参入してきた事業

者が多く、部品販売としてあらゆるドア、ボンネット等の鉄製部品を輸出しているため、鉄

素材の売上が低いのではないかと推測している。 
 

表 2-26. 1 社あたりの ELV 処理台数と各種売上高（2020 年以降操業の事業者） 

※売上高の外国人÷日本人の 72％よりも低い値を赤表示 

出所：矢野経済研究所作成 

 
 
   

  日本人事業者 外国人事業者 外国人÷日本人 
ELV 処理台数 1,916 1,093 57% 

    
  日本人事業者 外国人事業者 外国人÷日本人 
売上高 41,241 29,731 72% 

    
  日本人事業者 外国人事業者 外国人÷日本人 

素材 15,846 8,873 56% 
部品販売（海外向け） 8,555 12,452 146% 
部品販売（国内向け） 7,854 2,120 27% 
整備・板金  1,403 188 13% 
中古車販売 5,704 4,469 78% 
その他 2,569 1,629 63% 

    
素材 日本人事業者 外国人事業者 外国人÷日本人 

鉄 7,806 7,504 96% 
非鉄 7,560 1,599 21% 
その他：鉄・非鉄以外の樹
脂等  1,249 672 54% 
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訪問調査 

 2.1.7 アンケート結果からの分析・仮説の確認および外国人事業者を中心として解体実態

を把握するため、アンケート回答先への訪問調査を実施する。アンケート回答先の絞り込み

を行う上で以下の条件で候補の絞り込みを行った。表 2-27 にヒアリング先の選定方法を示

す。1～7 の条件に対して 55 社が該当しているが、地域等を考慮しながら、2026 年 3 月以

降にアポイント、ヒアリングを実施していく。 
表 2-27.ヒアリング先の選定方法 

出所：矢野経済研究所作成 

 

 
 
 
 

  条件 社数 選定理由 

1 

外国人事業者で、日本語
以外での、自動車リサイ
クルに関する勉強会や研
修があれば参加したい事
業者 

10 
勉強会や研修に積極的な事業者であり、ヒ
アリングに協力的と推測 

2 
外国人事業者で、日本語
以外での「自動車リサイ
クル士」の講習に参加し
たい事業者 

14 

3 
外国人事業者で 3 年前と
比較し廃車が増加してい
る事業者 

20 
廃車仕入れが増加している外国人事業者は
「海外向け部品の販売をメインに行い、オ
ークション等の価格競争に競り勝っている
のではないか。」という仮説の確認 

4 
外国人事業者でニブラな
しで処理能力が日に 4.1
台/人以上の事業者 

2 
ニブラを持たずに、1 日 4 台以上/人の処理
能力がある事業者について、 
「素材も回収はしているが、それ以上に部
品（海外向け）を回収しており、部品取り
が中心、部品取りについては、丁寧に外す
場合は、素材取り以上の時間がかかると推
測される。どのように効率化しているかを
確認」する 

5 
日本人事業者でニブラな
しで処理能力が日に 4.1
台/人以上の事業者 

4 

6 
外国人事業者で ELV をオ
ークションのみから仕入
れている事業者 

11 廃車仕入れが増加している事業者に関する
仮説の確認等（3 と同様） 

7 
日本人事業者で外国人事
業者に対して意見のある
事業者 

10 外国人事業者の情報収集 

8 売上が海外（部品販売）
のみの事業者 10 海外への資源流出に関する事業者の実態把

握 

合計（上記条件で重複あり） 55   



134 

図 2-131 に訪問候補企業所在地（都道府県）を示す。円の大きさは訪問企業数を示して

いる。 

 

 

 
図 2-131.訪問候補企業所在地（都道府県） 

出所：矢野経済研究所作成  
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2.2.今後の調査等実施における課題および解決方法 

 
今後の調査等実施における課題 

 

実態把握を行うための訪問調査数の十分な確保 

今後 30 社程度に訪問調査を行っていくが、訪問調査を受け入れてもらえるのかという点

は未知数である。拒否企業が多くなることも予想される。 
 

解体業者における自動車リサイクル法の順守に関する実態把握 

 自動車リサイクル法施行から 20 年以上が経過し、国内における自動車リサイクル法の順

守の動きは ASR 再資源化率の高さや不法投棄・不適正保管車両の漸減状況からみても一定

程度浸透していると言える。しかしながら、近年増加している設立年の浅い事業者について

は自動車リサイクル法に対する知識の欠如等により、適正な ELV 処理がなされていない可

能性がある。ただ、こうした事業者については取り組み内容の詳細について伏せる傾向にあ

るため、実態を把握することは難しい。 
 
 

課題の解決方法 

 

実態把握を行うための訪問調査数の十分な確保 

今回のアンケート結果から表 2-27 で示した選定条件をもとに 55 社を選定した。まずは

自動車リサイクルや自動車リサイクル士に関する勉強会に参加したいと回答した積極的な

事業者 16 社に対して優先的にアポ取りを進めることで面談の確率を高めていく。また、こ

れらの面談結果に関して本事業関係者にフィードバックし、ヒアリング時の質問内容の精

度をブラッシュアップさせることで、面談時に応対する外国人事業者の負荷軽減を図り、よ

り実態の把握できる報告書の作成を目指していく。 
 

解体業者における自動車リサイクルの不適正運用の正確な実態把握 

アンケートに回答いただいた事業者を中心に、自社および他社においての自動車リサイ

クル関連の法順守における実態や課題などをヒアリングする。 
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訪問先の企業における自動車リサイクル活動の実態を把握するとともに、自動車リサイ

クルに関して十分な知見がない事業者に対しては研修支援に対する要望等をヒアリングす

る。 

 


